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国土交通省砂防部組織概要
H15.4.1現在

岡本 砂防部長 ( )36001

近藤 砂防計画課長 ( )36101
森山 ( )砂防計画調整官 36102
杉浦 ( )火山・土石流対策官 36103
菊地 企画専門官［事務総括］
( )36122

篠田 焏徳総務係長( ) 事務官36123
＜総務 等＞

小野 濱田 小山予算係長( ) 事務官 事務官36124
＜予算 等＞

伊藤 伊藤 北川課長補佐[企画] 企画係長( ) 技官36133
( )36132 ＜企画、新規・重点施策 等＞

板屋 林 堀課長補佐[計画] 計画係長( ) 技官36143
( )36142 ＜基本計画、中長期計画、技術基準 等＞

笹原 ( ) 万行課長補佐 総合土砂災害対策係長( )36152 36153
[総合土砂災害対策] ＜海外技術協力、広報 等＞

田中火山対策係長（ ）36154
＜火山対策、警戒避難（砂防情報システム整備は除く ）等＞。

松浦砂防情報係長（ ）36155
＜砂防情報システム整備 等＞

伊澤 砂防管理室長 坂本 浅田専門調査官 管理係長( )36163
( ) ( )36161 36162 ＜砂防指定地・

地すべり防止区域の指定 等＞

石原法規係長( )36164
＜法令、訟務 等＞

亀江 保全課長 ( )36201
原 保全調整官( )36202
西井 企画専門官 [直轄]
( )36222

坂本 大塚 川上 佐々課長補佐[総務] 総務係長( ) 事務官 事務官36213
( )36212 ＜総務 等＞

石塚 前田 光井課長補佐[砂防] 直轄砂防係長( ) 技官36223
( )36232 ＜直轄砂防工事（災害関連、災害復旧含む 、技術開発等＞。）

山本 新木補助砂防係長( ) 研修員36233
＜補助砂防工事（災害関連含む ）等＞。

古川 ( ) 日下部課長佐 地すべり係長( )36242 36243
[地すべり、急傾斜] ＜地すべり工事（災害関連、災害復旧（直轄地すべり含む

。）等＞

岩舘急傾斜係長( )36244
＜急傾斜工事、雪崩工事（災害関連含む ）等＞。

海岸室 ※（ ）は内線番号

〒１００－８９１８ 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号
℡ ０３－５２５３－８１１１ 代表（ ）
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課長補佐（総務） 保全課長 保全調整官 火山・土石流対策官 課長補佐 課長補佐 課長補佐

砂防計画課長

36-212 36-201 36-202 36-103 36-152 36-132 36-142

砂防部長

直通 03-5253-8469(総務係） 直通 03-5253-8468(総合土砂災害対策係) 36-101

総務係長 総務係員 企画専門官 総合土砂災害対策係長 火山対策係長 砂防情報係長 企画係長 計画係長

36-001

砂防計画

36-153 36-154 36-155 36-133 36-143

36-213 36-214 予算係員 予算係員 予算係長 企画係員 計画係員

総務係員 直轄砂防係員 36-222

直通

36-124 36-124 36-124 36-133 36-143 36-102

課長補佐 直通 03-5253-8467(企画係)

36-214 36-223

研修員 直轄砂防係長 直通 03-5253-8466(総務係) 企画専門官

（補助砂防） 課付 総務係員 総務係長 　　

36-232

36-233 36-223 36-123 36-123

36-122

直通 03-5253-8470(急傾斜地係） 課長補佐 法規係長 管理係長

補助砂防係長

非常勤

＜砂防計画課＞ 36-164 36-163

FAX  NTT 　03-5253-1610
36-233 36-242  　　ﾏｲｸﾛ  36-199

急傾斜地係長 地すべり係長 36-001

砂防管理室長 専門調査官

＜保全課＞
FAX  NTT 　03-5253-1611

36-244 36-243  　　ﾏｲｸﾛ  36-299 36-161 36-162

非常勤

〒100-8918　東京都千代田区霞ヶ関2-1-3 平成15年4月1日現在砂防部配置図
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第３回世界水フォーラム「土砂問題」分科会開催される

国土交通省砂防部砂防計画課

第３回世界水フォーラムが去る3月16日から23日にかけて開催され、その中
の分科会の一つとして「土砂問題」分科会が、3月18日に、京都国際会議場で
開催されました。午後12時30分から3時15分にかけて分科会は開催され、海外
からの招聘者6名をはじめとして、国土交通省、都道府県の砂防関係技術者な
ど約240名が参加しました。
会議のスケジュールは以下のようでした。

１．開会（砂防学会長 大久保駿）
２．基調講演（国土交通省砂防部長 岡本正男）
３．各地域からの報告
南西アジア Prof. Deepak Bhattarai, Nepal
東南アジア Ir. Moh Hasan, Indonesia
北米 Mr. Douglas VanDine, Canada
中南米 Dr. Eduardo Camacho, Panama
欧州 Mr. Roberto Loat, Switzerland

４．パネルデイスカッション
５．提言まとめ
６．閉会

議長および基調講演は、国土交通省の岡本砂防部長がつとめ、各地域から
の報告は、２年前より南西アジア、中南米、東南アジア、北米、ヨーロッパ
地域において開催した５地域の地域会議代表者によって行われました。
パネルデイスカッションでは、主に次の３つのトピックについて議論しま
した。
● 自然がもたらす土砂生産と、土砂の下流への流出・堆積について。
● 自然だけでなく、土地利用や人口問題によって発生する、人命財産の損
失、幹線交通網のダメージへの対応について。

● 土砂災害防止、対策、迅速な対応について、特にハード対策と教
育などのソフト対策について。

以上の議論の結果、土砂災害対策に迅速かつ安価に対応するためには、必
要な情報を獲得する必要があるという結論になりました。
そこで、既に（社）全国治水砂防協会と（財）砂防・地すべり技術センタ
ーが共同で作成していた国際砂防ネットワークを利用し、土砂災害防止に携
わる各国の政府関係者や技術者が、土砂災害や土砂災害対策に関する情報を
交換したり、有効な対策について情報提供可能なパートナーを探す枠組みを
提供することが提案され、当分科会の結論として議事録にも記述されました。
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Session of the Sediment-related Issues, the 3rd World Water Forum

Kyoto, March 18, 2003

Recommendations

Natural processes, such as hurricanes, typhoons, floods, torrential rains, earthquakes, and

volcanic eruptions can cause various sediment-related disasters.  Such disasters can have

major social, economic and environmental effects.  Therefore, it is very important to deal

with this issue.

Preparedness, including prevention (structural and non-structural measures) and preparation

(education and awareness); quick response, including rescue/relief and rehabilitation; and

recovery against sediment-related disasters are effective means of protecting lives, property,

infrastructure and the environment.  For this reason, such means are essential to maintain

sustainable development – a balance among social, economic and environmental elements.

Experience and knowledge help to reduce the effects of sediment-related disasters.  Some

countries have accumulated more experience and knowledge than others.  Therefore, close

international co-operation, co-ordination and sharing of information, at both the

administrative and technical level, is necessary to prevent and/or reduce these effects.

It is recommended that an International Sabo Network should be developed.  For example,

refer to the web page at http://www.sabo-int.org.
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第２回日韓土砂災害防止技術会議開催される

国土交通省砂防部砂防計画課

昨年度のソウルでの開催に引き続き、第２回日韓土砂災害防止技術会議を開
催しました。開催日時・場所と議事次第については以下の通りです。

(1) 日時と場所
日 時：2003年3月21日(金) 10:00～15:30
場 所：ホテルグランヴィア大阪 名庭の間

(2) 議事次第
10:00～ 開会宣言 近藤浩一
10:01～ 開会挨拶 岡本正男
10:10～ 開会挨拶 鄭 光秀
10:20～ 日韓の砂防事業の説明
1) 六甲山地における土砂災害の歴史とそれに対する国土交通省の
砂防事業：星野和彦
2) 2 0 0 2年山地災害原因と対策:金宗先
11:50～ 昼食
13:00～ 日韓の砂防に関する研究の紹介
1) 日本の砂防技術に関する研究の現状：中野泰雄
2) 韓国における降雨パターンと山地災害発生特性変化について
：李天龍
3) 韓国砂防技術の改善発展方向：全槿雨
15:00～ 総合討論(司会：岡本国土交通省砂防部長)
15:30 閉会

また会議参加者は以下の通りでした。

(1) 会議参加者
韓国
鄭 光秀 (Dr. Kwang soo Chung) 山林庁林業政策局長
金 宗先 (Mr. Jong sun Kim) 山林庁山林土木係長
曺 化澤 (Mr. Hoa taek Cho) 山林庁
李 天龍 (Dr. Chun yong Lee) 林業研究院林地保全科長
尹 豪重 (Dr. Ho joong Youn) 林業研究院林地保全科
李 昶雨 (Dr. Chang woo Lee) 林業研究院林地保全科
全 槿雨 (Dr. Kun woo Chun) 江原大学校山林資源学科教授

日本
岡本正男 国土交通省砂防部長
近藤浩一 国土交通省砂防部砂防計画課長
杉浦信男 国土交通省砂防部砂防計画課火山・土石流対策官
笹原克夫 国土交通省砂防部砂防計画課長補佐
村松悦由 国土交通省砂防部砂防計画課総合土砂災害対策係長
中野泰雄 国土交通省国土技術政策総合研究所危機管理技術研究

センター長
小山内信智 独立行政法人土木研究所土砂管理技術研究グループ

上席研究員
星野和彦 国土交通省六甲砂防工事事務所長
林 任輝 兵庫県県土整備部土木局砂防課長補佐
石川芳治 京都府立大学農学部助教授
大久保 駿 社団法人全国治水砂防協会理事長
友松靖夫 財団法人砂防・地すべり技術センター理事長
森 俊勇 財団法人砂防フロンティア整備推進機構専務理事
反町雄二 財団法人砂防・地すべり技術センター企画部長
向井啓司 財団法人砂防・地すべり技術センター企画部国

際課長代理
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記 者 発 表

土石流危険渓流及び急傾斜地崩壊危険箇所に関する
調査結果の公表について

平 成 １ ５ 年 ３ 月 ２ ８ 日

国土交通省河川局砂防部

○ 今 般 、 各 都 道 府 県 に お い て 実 施 さ れ た 土 石 流 危 険 渓 流 及 び 急 傾 斜
地 崩 壊 危 険 箇 所 に 関 す る 調 査 の 結 果 に つ い て 、 別 紙 の と お り 、 と り ま
と め ま し た の で お 知 ら せ し ま す 。

従来より、全国各地で発生している土石流やがけ崩れ等の土砂災害に
対し、計画的に対策を推進するため、土石流危険渓流及び急傾斜地崩壊
危険箇所に関する調査を全国的に実施し、その危険箇所等の把握に努め
てきたところです。
今般、平成 年より各都道府県において実施された土石流危険渓流11
及び急傾斜地崩壊危険箇所に関する調査について、最新の渓流数及び箇
所数等が別紙のとおりとりまとめましたのでお知らせします。
なお、今回の調査の実施にあたっては、人家５戸未満の範囲も調査の

対象に加えるなど調査対象の見直し等を行っており、この結果について
は、平成 年５月に制定された「土砂災害警戒区域等における土砂災12
害防止対策の推進に関する法律 （以下 「土砂災害防止法」という ）」 、 。

に基づく土砂災害警戒区域等の指定に際して参考になるものです。
この結果等を踏まえ、今後とも、砂防事業及び急傾斜地崩壊対策事業
によるハード対策及び土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指
定等によるソフト対策を推進していくこととしています。

－問い合わせ先－
国土交通省河川局砂防部

砂防計画課 砂防計画調整官 森山裕二（内 ）36-102
課長補佐 板屋英治（内 ）36-142

〒 東京都千代田区霞ヶ関100-8918 2-1-3
TEL 03-5253-8111 03-5253-8467（代表） (直通）
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＜ 調 査 結 果 ＞

○ 前 回 の 調 査 結 果 と 比 較 す る と 「 土 石 流 危 険 渓 流 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 」 は、 ）
約 １ 万 渓 流 増 加 し 「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 」 は、 ）
約 ２ 万 ７ 千 箇 所 増 加 し て い ま す 。

土石流の発生の危険性があり、人家に被害を及ぼす恐れのある渓流を「 土 石 流 危
険 渓 流 」 とし、これに、人家はないものの今後新規の住宅立地等が見込まれる渓流
（一定の要件を満たしたもの）を含めたものを としています。「 土 石 流 危 険 渓 流 等 」
また、傾斜度 度以上、高さ５メートル以上の急傾斜地で人家に被害を及ぼす30
恐れのある箇所を とし、これに人家はないものの今後新「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 」
規の住宅立地等が見込まれる箇所（一定の要件を満たしたもの）を含めたものを
「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 」 としています。
「 土 石 流 危 険 渓 流 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 」 「 急 傾 斜 地） は平成５年に公表し、一方、
崩 壊 危 険 箇 所 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 」） は平成９年に公表しており、前回はいずれの調
査においても、土石流やがけ崩れにより影響の及ぶ範囲内に人家５戸以上又は官公
署、学校、病院等の公共的な施設のある渓流及び箇所を対象に公表しています。
前回の調査対象に該当する渓流及び箇所について比較すると次のとおりとなり
ます。

【 】土 石 流 危 険 渓 流 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 ）
平成５年･･ ･ ･ 渓流79,318
平成 年････ 渓流15 89,518

【 】急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 （ 人 家 ５ 戸 以 上 等 ）
平成９年･･ ･ ･ 渓流86,651
平成 年･･･ 箇所15 113,557

なお、主な増加要因は次のとおりです。
・土砂災害防止法の制定を受け、地形の判読等にあたり、大縮尺の地形図の活用の
促進（例えば → に変更）及び空中写真の利用等により、渓流や箇1/25,000 1/5,000
所の抽出に用いた基図の精度が向上した結果、より詳細に把握することが可能と
なったこと。
・都市周辺部への市街地の拡大により、都市近郊の山麓部や扇状地等に住宅等が新
規に立地したこと。
・危険箇所や被害想定区域の考え方等（災害弱者関連施設を公共施設に取り込んだ
こと、火山地域の被害想定区域の地形の傾斜度の変更等）について一部見直した
こと。

○ 今 回 、 人 家 ５ 戸 未 満 の 範 囲 も 調 査 の 対 象 に 加 え 、 調 査 し た 結 果 、 ｢ 土 石 流
危 険 渓 流 等 」 は 全 国 で 約 １ ８ 万 渓 流 「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 」 は 全 国、
で 約 ３ ３ 万 箇 所 と 判 明 し ま し た 。

「 土 石 流 危 険 渓 流 等 」 「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 」及び の全国での総数は、
以下のとおりです。

【 】土 石 流 危 険 渓 流 等 総数 渓流183,863
【 】急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 総数 箇所330,156

なお 及び の内訳は以下のと、「 土 石 流 危 険 渓 流 等 」 「 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 」
おりです。ただし、いずれの②及び③についても今回の調査において新たに調査対
象として追加して実施したものです。

【 】土 石 流 危 険 渓 流 等
①人家５戸以上等の渓流･ ･ ･ ･ 渓流（土石流危険渓流Ⅰ）89,518
②人家１～４戸の渓流 ････ 渓流（土石流危険渓流Ⅱ）73,390
③人家はないが今後新規の住宅立地等が見込まれる渓流

････ 渓流（ ）20,955 土 石 流 危 険 渓 流 に 準 ず る 渓 流 Ⅲ
【 】急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等
①人家５戸以上等の箇所･ ･ ･ 箇所（ ）113,557 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 Ⅰ
②人家１～４戸の箇所 ･･･ 箇所（ ）176,182 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 Ⅱ
③人家はないが今後新規の住宅立地等が見込まれる箇所

････ 箇所（ ）40,417 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 に 準 ず る 斜 面 Ⅲ



SABO NEWS LETTER 12頁

参 考 資 料 調 査 対 象 等 に つ い て

【 土 石 流 危 険 渓 流 】

（ １ ） 調 査 期 間

「土石流危険渓流及び土石流危険区域調査要領（案 」に基づき、各都道府県）

において平成1 1年から4年間にわたり調査を実施。

（ ２ ） 調 査 対 象 と 分 類

調査対象は、前回の調査の対象としてきた、土石流の発生する危険性があり、

人家５戸以上等に被害を及ぼす恐れのある渓流（土石流危険渓流Ⅰ）に加え、人

家戸数５戸未満（土石流危険渓流Ⅱ及び土石流危険渓流に準ずる渓流Ⅲ）も含め

調査対象を拡大し実施。

① 土 石 流 危 険 渓 流 Ⅰ

土石流危険区域内に人家が５戸以上等（５戸未満であっても官公署、学校、病

院、社会福祉施設等の災害弱者関連施設等のある場合を含む）ある場合の当該

区域に流入する渓流。

② 土 石 流 危 険 渓 流 Ⅱ

土石流危険区域内に人家が1～4戸ある場合の当該区域に流入する渓流。

③ 土 石 流 危 険 渓 流 に 準 ず る 渓 流 Ⅲ

土石流危険区域内に人家がない場合でも、都市計画区域内であること等一定の

要件を満たし、住宅等が新規に立地する可能性があると考えられる場合の当該

区域に流入する渓流。

【 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 等 】

（ １ ） 調 査 期 間

「急傾斜地崩壊危険箇所等点検要領」に基づき、各都道府県において平成1 1年

から4年間にわたり調査を実施。

（ ２ ） 調 査 対 象 と 分 類

調査対象は、前回の調査の対象としてきた、傾斜度３０度以上、高さ５ｍ以上

の急傾斜地において、がけ崩れの発生する危険性があり、人家５戸等に被害の及

ぼす恐れのある箇所（急傾斜崩壊危険箇所Ⅰ）に加え、人家５戸未満（急傾斜地

崩壊危険箇所Ⅱ及び急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面Ⅲ）も含め調査対象を拡

大し実施。

① 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 Ⅰ

被害想定区域内に人家が５戸以上等（５戸未満であっても官公署、学校、病院、

社会福祉施設等の災害弱者関連施設等のある場合を含む）ある箇所。

② 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 Ⅱ

被害想定区域内に人家が１～４戸ある箇所。

③ 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所 に 準 ず る 斜 面 Ⅲ

被害想定区域内に人家がない場合でも、都市計画区域内であること等一定の要

件を満たし、住宅等が新規に立地する可能性があると考えられる箇所。




